
流　動　資　産 32,920,228 流　動　負　債 11,195,112

532,837 買 掛 金 1,878,924

1,706,673 １年以内返済予定長期借入金 6,453,846

691,567 リ ー ス 債 務 3,755

28,654,330 未 払 金 7,158

1,175 未 払 費 用 275,126

25,398 未 払 法 人 税 等 75,432

151,891 前 受 金 2,423,221

900,000 預 り 金 16,434

200,699 役員賞与引当金 29,470

58,764 そ の 他 31,741

△3,110 固　定　負　債 16,229,901

固　定　資　産 2,959,150 長 期 借 入 金 15,666,132

2,084,175 リ ー ス 債 務 12,022

897,784 退職給付引当金 519,561

1,186,390 長 期 預 り 金 32,185

179,866

20,015

44,247

6,177

21,984

899,755

14,343

138,139 27,425,013

133,569

4,570 株　主　資　本 8,454,365

736,835 資　  本　  金 100,000

6,379 利 益 剰 余 金 8,354,365

3,946 利 益 準 備 金 25,000

92,723 その他利益剰余金 8,329,365

207,253 別 途 積 立 金 8,036,000

221,409 繰越利益剰余金 293,365

194,928

14,141

△3,946 8,454,365

35,879,378 35,879,378

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資　産　の　部 負　債　の　部

 貸   借   対   照   表

   （2025年3月31日現在）
（単位:千円）

短 期 貸 付 金

項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

リ ー ス 債 権

リ ー ス 投 資 資 産

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

土 地

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

賃 貸 資 産

その他有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

リサイクル預託金

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産 負　債　合　計

ソ フ ト ウ エ ア 純 資 産 の 部

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計

資　産　合　計 負債及び純資産合計



個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　原材料、貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法

　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　ア．賃貸資産

　　　その他有価証券　市場価格のない株式等

　　　　移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　仕掛品

　　　　個別法による原価法

　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

　　　によっております。

（３）リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額は残価保証額とする定額法

３．引当金の計上基準

　　　　主にリース期間を償却年数とし、期間満了時の賃貸資産の見積処分額を残存価額とする

　　　定額法

　イ．その他有形固定資産（リース資産を除く）…定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、2016年4月1日

　　　以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

（２）無形固定資産 …定額法

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

　　額に基づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

　　末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

４．収益および費用の計上基準

（１）ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

　　　リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（１）貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）役員賞与引当金

　　　役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金



債権額 千円

見積残存価額 千円

維持管理費相当額 千円

受取利息相当額 千円

計 千円

リース債権

リース投資資産

計

　　　顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識してお

　　　ります。

　　　　当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。

　

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額　3,006,414千円

（２）オペレーティング・リース取引にかかる売上高の計上基準

　　　　リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、そ

　　　の経過期間に対応するリース料を計上しております。

（３）その他の収益の計上基準

　　　　商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品

　　　を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、

1,000 3,586,178 千円

△2,702 △2,254,701 千円

２．リース債権・リース投資資産の内訳

リース債権 リース投資資産

734,976 30,172,191 千円

３．１年を超えて入金期日の到来する営業債権

528,679 千円

21,680,969 千円

22,209,648 千円

△41,706 △2,849,338 千円

691,567 28,654,330 千円

（税効果会計に関する注記）

１．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　　　当社は、グループ通算制度を適用しており、グループ通算制度を適用する場合における法人

　　税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取り扱いを定めた「グループ通算制

　　度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12

　　日）に従っております。

４．関係会社に対する金銭債権

　　　短期金銭債権　  653,070千円

５．その他

（１）顧客との契約から生じた債権の残高は、以下のとおりです。

　　　売掛金 446,232千円 

（２）流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高  10,243千円

　　を変更しております。

　　　これにより、繰延税金資産の純額は2百万円増加し、法人税等調整額は2百万円減少しており

　　ます。

２．繰延税金資産の発生の主な原因

　　　繰延税金資産の発生の主な原因は退職給付引当金の否認、未払費用の否認であり、回収可能

　　性が認められないものには評価性引当額を控除しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（法律第 13 号）が2025年3月31日に国会で成立したこ

　　とから、当事業年度末における繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率



１．親会社 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、協議の上決定しております。

２．兄弟会社等 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　3ヶ月又は6ヶ月毎の元本分割均等返済としております。なお、担保は差し入れておりませ

（注３）価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、協議の上決定しております。

（注４）当事業年度中に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額及び期末残高には、

関連当事者であった期間に関する金額を記載しております。

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当する事項はありません

 親会社
 中部電力
 株式会社

 被所有
　直接100%

リース、ガソ
リン販売等

（関連当事者との取引に関する注記）

種　類
会社等の 議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

リース、ガソ
リン販売等
(注)

632,479 
売掛金 103,315 

ﾘｰｽ投資資産 549,755 

名称 (被所有)割合 との関係

科　目 期末残高
名称 (被所有)割合 との関係

 親会社の
 子会社

 中電ビジネス
 サポート
 株式会社

 なし
金銭消費貸借
契約の締結

資金の貸付
(注１)

種　類
会社等の 議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額

－ －
1年以内返済予
定長期借入金

300,000 

資金の借入
(注２)

500,000 長期借入金 725,000 

8,800,000 短期貸付金 900,000 

利息の受入
(注１)

2,073 

利息の支払
(注２)

6,120 未払費用 533 

 親会社の
 子会社

 中電パワー
 グリッド
 株式会社

 なし
リース、ガソ
リン販売等

リース、ガソ
リン販売等
(注３)

2,946,503 
売掛金 301,171 

ﾘｰｽ投資資産 4,460,622 

 親会社の
 子会社

 株式会社
 トーエネック

 なし
リース、ガソ
リン販売等

リース、ガソ
リン販売等
(注３)(注４)

513,786 
売掛金 63,213 

ﾘｰｽ投資資産 6,531,254 

 親会社の
 子会社

 株式会社
 シーテック

 なし
リース、ガソ
リン販売等

リース、ガソ
リン販売等
(注３)

607,206 
売掛金 59,558 

ﾘｰｽ投資資産 472,010 

２．1株当たり当期純利益 1,367円24銭

（1株当たり情報に関する注記）

１．1株当たり純資産額 42,271円83銭

（注１）短期貸付金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間1ヶ月

　　　から12ヶ月、一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

（注２）長期資金借入については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間1ヶ月、

　　　ん。


